
環境市民厚生常任委員会 
 

日 時  令和４年３月２３日（水）  午前  時  分 ～ 

場 所  第１委員会室 

 
１ 開 議 

 
２ 事務局日程説明 

 
３ 議案審査 

【環境先進都市推進部】                 

（１）第７０号議案 旧亀岡市若宮工場解体工事（その１）請負契約の締結について 

 

４ 討 論～採 決 

 

５ 委員長報告の確認 

 

６ 議会だよりの内容について 

 

７ その他 
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環境市民厚生常任委員会委員長報告  

（Ｒ４．３．２３）  

 

環 境 市 民 厚 生 常 任 委 員 会 に 付 託 さ れ ま し た 議 案 に つ い

て、審査の経過概要とその結果を報告いたします。  

 

まず、第６９号議案、国民健康保険条例の一部改正につ

いて は、国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、未就学

児がある世帯の均等割額を減額するとともに、保険料の基

礎賦課
ふ か

額の限度額等を改めようとするものであり、別段異

論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきもの

と決定しました。  

 

次に、第７０号議案、旧亀岡市若宮工場解体工事（その

１）について は、２月２４日に入札を執行し、三煌
さ ん こ う

・旭特

定建設工事共同企業体と２億６，２１３万円で仮契約を締

結したものであり、この仮契約を本契約とするためのもの

であります。別段異論なく、採決の結果は、全員をもって

原案可決すべきものと決定しました。  

 

以上、簡単でありますが、本委員会の報告といたします。 
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